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令和２年度 監査実施計画 

 

三浦市監査委員職務執行規程第１７条の規定に基づき、令和２年度の監査実施計画を

次のとおり定めます。 

 

令和２年３月２６日 

三浦市監査委員 長治克行 

同    出口正雄 

 

１． 実施方針 

（１） 本市の財務に関する事務の執行及び本市の経営に係る事業の管理又は本市の事

務の執行について、住民の福祉の増進に努めるとともに、最小の経費で最大の効

果を挙げているかに重点を置き監査等を実施します。（地方自治法第１９９条第 

   １項～第３項、同法第２条第１４項） 

（２） 本市の経営に係る事業の管理及び本市の事務の執行について、組織及び運営の

合理化に努めるとともに、規模の適正化が図られているかに重点を置いて監査等

を実施します。（地方自治法第１９９条第３項、同法第２条第１５項） 

（３） 本市の事務の執行が、法令の定めるところに従って適正に行われているかにつ

いて、監査等を実施します。（地方自治法第１９９条第２項・地方自治法施行令 

   第１４０条の６） 

（４） 公営企業会計については、常に経済性を発揮し、その本来の目的である公共の

福祉を増進するように運営されているかに重点を置いて監査等を実施します。 

   （地方公営企業法第３条） 

（５） 各監査等は、下記に基づき実施します。なお、必要と認める場合は、本計画に

ない監査等も実施します。 

 

２． 実施する監査等（監査等の種別） 

（１） 定期監査（法第１９９条第４項） 

法第１９９条第１項の規定により本市の財務に関する事務の執行及び本市の経営

に係る事業の管理について、監査を実施します。 

また、必要に応じ法第１９９条第２項の規定による本市の事務の執行についても併

せて監査を実施します。 

    

ア． 前期定期監査 

① 監査の実施時期：４月中旬から６月上旬（月別実施計画） 

② 監査の対象範囲：令和元年度に執行した事務事業 

③ 監査の対象部課 

一般会計等：政策部、総務部 

 

イ． 後期定期監査 

① 監査の実施時期：１０月上旬から１１月中旬（月別実施計画） 

② 監査の対象範囲：令和２年度上半期に執行した事務事業 

③ 監査の対象部課 

一般会計等：経済部、保健福祉部、会計課、行政委員会 

企業会計 ：病院事業会計 
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ウ． 学校監査 

① 監査の実施時期：１月上旬から２月上旬（月別実施計画） 

② 監査の対象範囲：令和２年度（４月から１１月）に執行した事務事業 

③ 監査の対象校 ：三崎小学校・旭小学校・南下浦小学校・初声小学校 

 

（２） 決算審査 

ア． 一般会計及び特別会計（法第２３３条第２項） 

会計管理者が調製した決算が、法令に従い調製されていることを確認するとともに、

計数の正確性、予算執行の適否、収入支出の合法性について、証書類その他政令で定

める書類により、審査を実施します。 

① 審査の実施時期：市長の審査要求から８月下旬 

② 審査の対象範囲：令和元年度一般会計決算及び特別会計決算 

③ 審査の対象部課：すべての部課（かい）ただし、監査委員による質問は、前期定期

監査の対象部課を除く。 

 

イ． 公営企業会計（地企法第３０条第２項） 

公営企業管理者が調製した決算が、法令に従い調製されていることを確認するとと

もに、計数の正確性、予算執行の適否、収入支出の合法性について、証書類、事業報

告書及び政令で定めるその他の書類により、審査を実施します。 

① 審査の実施時期：市長の審査要求から８月下旬 

② 審査の対象範囲：令和元年度公営企業会計（病院事業会計・水道事業会計）決算 

③ 審査の対象部課：三浦市立病院、上下水道部営業課・給水課 

 

（３）健全化判断比率等審査 

ア． 健全化判断比率審査（健全化法第３条第１項） 

  市長の作成した、決算に基づく実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率

及び将来負担比率（健全化判断比率）並びにその算定の基礎となる事項を記載した書

類の審査を行います。 

① 審査の実施時期：市長の審査要求から８月下旬 

② 審査の対象範囲：令和元年度決算に基づく健全化判断比率並びにその算定の基礎と

なる事項を記載した書類 

③ 審査の対象部課：政策部財政課 

 

イ． 資金不足比率審査（健全化法第２２条第１項） 

本市の経営する公営企業について市長の作成した決算に基づく資金不足比率及びそ

の算定の基礎となる事項を記載した書類の審査を行います。 

① 審査の実施時期：市長の審査要求から８月下旬 

② 審査の対象範囲：本市の経営する公営企業（市場事業特別会計・公共下水道事業特

別会計・病院事業会計・水道事業会計）の令和元年度決算に基づく資金不足比率及

びその算定の基礎となる事項を記載した書類 

③ 審査の対象部課：政策部財政課 
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（４）例月出納検査（法第２３５条の２第１項） 

  会計管理者及び企業出納員の管理する現金の出納について、毎月検査を行います。 

① 検査の実施時期：毎月原則１０日から２５日（月別実施計画） 

② 検査の対象範囲：会計管理者、病院事業企業出納員、水道事業企業出納員及び下水

道事業企業出納員の管理する検査月前月分の現金の出納 

 

（５）財政援助団体等監査（法第１９９条第７項） 

  本市が、補助金、交付金、負担金などの財政的援助を与えている団体及び公の施設

の管理受託者及び出資団体に対して、出納その他関連する事務の執行が適正に行われ

ているかについて、必要があると認めた場合に監査を実施します。 

①監査の実施時期：１１月上旬から１月下旬（月別実施計画） 

②監査の対象範囲：令和元年度の出資金に係る出納その他関連する事務の執行 

 

３．監査等の実施体制 

  監査等は、次のとおり実施する。 

（１）監査等は、法令、本市規程のほか、三浦市監査基準に沿って実施する。 

（２）監査等は、監査委員による質問により行う。 

（３）監査等の実施にあたっては、事務局職員により準備調査を行う。 

 

  

 

 

 

 

法：地方自治法、地企法：地方公営企業法、健全化法：地方公共団体の財政の健全化に関する法律 

規程：三浦市監査委員職務執行規程 


